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連 結 注 記 表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数 ６社

（2）主要な連結子会社の名称

東特(浙江)有限公司

PT.TOTOKU INDONESIA

株式会社トクデンプロセル

（3）主要な非連結子会社の名称

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

（1）持分法適用の関連会社の数 １社

（2）主要な持分法適用会社の名称

東特巻線株式会社

（3）主要な持分法非適用の関連会社の名称

該当事項はありません。

（持分法の適用の範囲の変更）

当連結会計年度において、持分法適用関連会社であったBELTONTOTOKU Technology Limitedの全株式をBelton Storage 

Solution Limitedに譲渡し、同じく持分法適用関連会社であった古河東特(香港)有限公司は、会社清算の手続きに入り、重

要性が低下したため、それぞれ持分法適用の範囲より除外しました。

３．連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社のうち、東特(浙江)有限公司、PT. TOTOKU INDONESIA及びTTI LAGUNA PHILIPPINES INC.の決算日は12月31日であ

ります。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。

４．会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）
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時価のないもの　　総平均法による原価法

デリバティブ

時価法

②たな卸資産

主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び連結子会社は定額法

金型は残存価額をゼロとする定額法

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間（５年）による定額法

③リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法

（3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②役員退職慰労引当金

国内連結子会社の一部は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額の全額を計上し

ております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

当社は退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

②小規模企業等における簡便法

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職一時金制度については、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とし、企業年金制度については、直近の年金財政計算上の数理処理をもって退職給付債務

とする方法を用いた簡便法を適用しております。

③数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により

費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
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（会計上の見積りの変更）

退職給付に係る会計処理において、数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理年数は、従来、13.6年としておりまし

たが、従業員の平均残存勤務期間が短縮し、さらに当連結会計年度より着手している人事制度の改定の検討開始を契機に将

来の平均残存勤務期間を見積もったところ、当面平均残存勤務期間が10年程度まで毎期短縮していくことが見込まれたため、

当連結会計年度より10年に変更しております。

これにより、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ86百万円減少しております。

（5）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　金利スワップ

ヘッジ対象　　借入金の利息

③ヘッジ方針

金利スワップ取引は、借入金の範囲内で行うことにしており、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であり

ます。

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理により、有効性の評価を省略しております。

（6）その他の連結計算書類作成のための重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当連結会計年度

から適用しております。

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「補助金収入」は、金額的重要性が増したため、当連

結会計年度より独立掲記しております。

また、前連結会計年度において、独立掲記していた「特別損失」の「固定資産除却損」及び「その他」に含めていた「固定

資産売却損」は、固定資産の除売却に関連して発生した費用として合算表示することが適切であると判断し、当連結会計年度

より「固定資産除売却損」として表示しております。
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Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（1）財団抵当に供している資産

建物 516百万円

土地 431百万円

計 948百万円

（2）(根)抵当権を設定している資産

建物及び構築物 830百万円

土地 158百万円

計 988百万円

（3）担保に係る債務

短期借入金 402百万円

１年内返済予定の長期借入金 35百万円

長期借入金 264百万円

計 702百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 15,602百万円

３．受取手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 10百万円

受取手形裏書譲渡高 30百万円

Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 6,808,788株

２．剰余金の配当に関する事項

（1）配当金支払額等

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 203百万円 30円 平成28年３月31日 平成28年６月29日

平成28年10月28日

取締役会
普通株式 67百万円 10円 平成28年９月30日 平成28年12月８日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 203百万円 30円 平成29年３月31日 平成29年６月29日
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Ⅵ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、短期的な預金等に限定し、また、資金調達については、銀行借入による方針であ

ります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社グループの

与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制

としております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、

定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。

変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のものの一部については、支払金利の変動リ

スクを回避し、支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段とし

て利用しております。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判

定をもって有効性の評価を省略しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、デリバティブの利用にあた

っては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関とのみ取引を行っております。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が資金繰計画を作成するなど

の方法により管理しております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

「金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティ

ブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価

を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（単位：百万円）

連結貸借対照表

計上額（*）
時価（*） 差額

（1）現金及び預金 3,371 3,371 －

（2）受取手形及び売掛金 3,711 3,711 －

（3）未収入金 178 178 －

（4）預け金 2,500 2,500 －

（5）投資有価証券　その他有価証券 631 631 －

（6）支払手形及び買掛金 （1,976） （1,976） －

（7）短期借入金 （1,060） （1,060） －

（8）長期借入金 （1,639） （1,641） 2

（9）デリバティブ取引 （3） （3） －
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（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

※１年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めて記載しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、（3）未収入金、（4）預け金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（5）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

その他有価証券に関する連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

種類 取得原価
連結貸借対照表

計上額
差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えているもの 株式 256 598 342

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 株式 42 33 △9

合計 298 631 333

（6）支払手形及び買掛金、（7）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（8）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方

法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体

として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する

方法によっております。

（9）デリバティブ取引

①ヘッジ会計が適用されていないもの

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの連結決算日における契約額又は契

約において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。

通貨関連 （単位：百万円）

区分 取引の種類 契約額等
契約額等の

うち１年超
時価 評価損益

市場取引以外の取引
為替予約取引（買建）

日本円 36 － △3 △3

合計 36 － △3 △3

※時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づいております。

②ヘッジ会計が適用されているもの

該当するものはありません。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 197

非上場株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが

極めて困難と認められるため、「（5）投資有価証券」には含めておりません。

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

１年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 3,371 － － －

受取手形及び売掛金 3,711 － － －

未収入金 178 － － －

預け金 2,500 － － －

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,286円52銭

１株当たり当期純利益 331円57銭

Ⅷ．重要な後発事象に関する注記

（インドネシア子会社の火災発生について）

平成29年４月30日、当社の連結子会社であるPT. TOTOKU INDONESIA（以下、トウトクインドネシア）に隣接する他社の工場

で火災が発生し、その影響でトウトクインドネシアの工場が類焼しました。この火災事故により、被害を受けた棚卸資産及び

有形固定資産のトウトクインドネシア決算日時点の帳簿価額はそれぞれ約161百万円及び約117百万円であります。

トウトクインドネシアは損害保険に加入しておりますが、この火災による被害状況は現在調査中であり、現時点において、

トウトクインドネシアの復旧に関わる費用及び販売を含めた事業への影響並びに損害保険査定額を合理的に見積もることは困

難な状況であります。

なお、この火災による人的被害は発生しておりません。

Ⅸ．その他の注記

記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（1）子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法

（2）その他有価証券

時価のあるもの　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

時価のないもの　　総平均法による原価法

２．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（1）製品、原材料、仕掛品

総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（2）貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

４．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

金型は残存価額をゼロとする定額法

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間（５年）による定額法

（3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法

５．重要な引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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（2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。

なお、過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により

費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。又、未認識過去勤務費用及び数理計算上の差異の貸借対照

表における取扱いが連結計算書類と異なります。

（会計上の見積りの変更）

退職給付に係る会計処理において、数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理年数は、従来、13.6年としておりまし

たが、従業員の平均残存勤務期間が短縮し、さらに当事業年度より着手している人事制度の改定の検討開始を契機に将来の

平均残存勤務期間を見積もったところ、当面平均残存勤務期間が10年程度まで毎期短縮していくことが見込まれたため、当

事業年度より10年に変更しております。

これにより、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ86,002千円減少しております。

６．ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理によっております。

７．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当事業年度から

適用しております。
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Ⅲ．貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産

財団抵当に供している資産

建物 516,278千円

土地 431,874千円

計 948,152千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 11,344,659千円

３．保証債務

関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

（1）保証総額

PT.TOTOKU INDONESIA （ 2,600千ＵＳ＄） 291,720千円

東特(浙江)有限公司 （ 11,000千人民元） 179,190千円

TTI LAGUNA PHILIPPINES INC. （ 1,000千ＵＳ＄） 112,200千円

583,110千円

（2）うち当社負担分

PT.TOTOKU INDONESIA （ 2,000千ＵＳ＄） 224,400千円

東特(浙江)有限公司 （ 11,000千人民元） 179,190千円

TTI LAGUNA PHILIPPINES INC. （ 500千ＵＳ＄） 56,100千円

459,690千円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 273,540千円

長期金銭債権 121,740千円

短期金銭債務 266,877千円

Ⅳ．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 1,403,652千円

仕入高 1,276,538千円

営業取引以外の取引高 31,475千円

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 12,582株

－ 10 －



Ⅵ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 1,636,214千円

退職給付引当金 486,731千円

株式評価損 76,894千円

未払賞与 62,738千円

固定資産償却限度超過額 216,521千円

ゴルフ会員権評価損 4,218千円

繰越外国税額控除 9,837千円

未払事業税 19,479千円

その他 38,031千円

繰延税金資産小計 2,550,667千円

評価性引当額 △1,440,003千円

繰延税金資産合計 1,110,664千円

繰延税金負債

有価証券評価差額金 △51,525千円

繰延税金負債合計 △51,525千円

繰延税金資産の純額 1,059,138千円

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

１．親会社及び法人主要株主等

種類 会社等の名称
議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係
取引内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社 古河電気工業(株)
被所有

直接56.7％

製品の販売

原材料の支給等

原材料等の購入

役員の兼任

製品の販売 976,099 売掛金 100,766

原材料の支給等 12,749 未収入金 3,753

原材料等の購入 962,530 買掛金 162,622

取引条件及び取引条件の決定方針等

（1）価格その他の取引条件は、市場実勢等を勘案して、価格交渉の上で決定しております。

（2）当社製品の販売については、価格その他の取引条件は当社と関連を有しない当事者と同様の条件によっております。
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２．子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係
取引内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

子会社
(株)トクデンプロセ

ル

所有

直接50.0％

製品の販売

役員の兼任
製品の販売 231,446 売掛金 104,066

子会社 東特(浙江)有限公司
所有

直接100％

製品の販売

製品等の購入

債務保証

役員の兼任

製品の販売 120,776 売掛金 23,958

製品等の購入 105,172 買掛金 11,667

銀行借入に対する債務保証 179,190 － －

子会社
PT.TOTOKU

INDONESIA

所有

直接100％

製品の販売

資金の援助

債務保証

役員の兼任

製品の販売 27,096 売掛金 2,532

資金の回収 12,500 長期貸付金 31,250

銀行借入に対する債務保証 224,400 － －

子会社
TTI LAGUNA

PHILIPPINES INC.

所有

間接100％

資金の援助

債務保証

役員の兼任

資金の貸付 50,490 長期貸付金 90,490

銀行借入に対する債務保証 56,100 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（1）価格その他の取引条件は、市場実勢等を勘案して、価格交渉の上で決定しております。

（2）当社製品の販売については、価格その他の取引条件は当社と関連を有しない当事者と同様の条件によっております。

（3）資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は受け入れておりません。

３．兄弟会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係
取引内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社の

子会社

古河ファイナンス・ア

ンド・ビジネス・サポ

ート(株)

－ 資金の預入れ グループファイナンス取引 2,000,000 預け金 2,500,000

取引条件及び取引条件の決定方針等

（1）グループファイナンス取引の取引金額については、前期末と当期末の増減額を記載しております。

（2）資金の預入れについては、市場金利を勘案して決定しております。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,082円10銭

１株当たり当期純利益 404円34銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

Ⅹ．その他の注記

記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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